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問 

伊
奈
庁
舎
介
護
福
祉
課  

☎
58
‐
２
１
１
１
（
内
線
４
３
０
３
）

【
介
護
福
祉
課
】
税
金
の
申
告
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す

手続き・申請

　

介
護
福
祉
課
で
は
、
平
成
29
年
分

の
確
定
申
告
に
使
用
で
き
る
３
種
類

の
証
明
書
（
下
図
表
）
が
発
行
で
き

ま
す
。
申
請
は
随
時
受
付
し
ま
す
。

　

た
だ
し
、
申
告
を
す
る
方
の
所
得

の
状
況
、
要
介
護
認
定
の
状
況
な
ど

に
よ
り
、
す
べ
て
の
方
が
対
象
と
な

る
わ
け
で
は
あ
り
ま
せ
ん
の
で
ご
了

承
く
だ
さ
い
。

※
平
成
29
年
に
転
入
し
た
方
、
ま
た

は
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
な
ど
の
施

設
（
住
所
地
特
例
施
設
）
に
入
所
し

て
い
る
方
は
手
続
き
が
異
な
る
場
合

が
あ
り
ま
す
の
で
お
問
い
合
わ
せ
く

だ
さ
い
。

証明書名 対象となる税控除 対象者 注意事項 確認する内容 持参品・手数料

障害者控除対象者
認定書

※身体障害者手帳を
お持ちの方はこの認
定書は不要です

・障害者控除

・特別障害者控除

精神の状況 ⑴常時介護を要する重度の障がいの状態　　　　　　　　　　　　　　　　
⑵外出時のみ介護を要する障がいの状態

・左に該当するかど
うか不明な場合は、
介護福祉課にお問い
合わせください。

・申告期間中に使用
する方は、前もって
申請してください。

障がいの程度につい
て介護認定記録など
を確認します ・印鑑（認印も可）

・発行手数料：無料
身体の状況

⑴６カ月以上臥床し、日常生活に支障の
ある寝たきり状態
⑵寝たきりの毎日で、寝込みがちの状態
⑶歩行、起居動作が不自由で、外出困難
な状態
⑷外出可能であるが、介護を要する状態　　　　　　　　　　　　　　

おむつ代に係る
医療費控除確認書 医療費控除

おむつ代に係る医療費控除を受けるのが２年目
以降で、介護認定を受けている方

介護認定に係る主治
医意見書の記載内容
を確認します

介護保険料納付済
証明書 社会保険料控除

65 歳以上の方で介護保険料を普通徴収（納付書）
で納めている方　　　　　　　　　　　
※特別徴収 (年金天引 )の方は年金機構からの源
泉徴収票を申告時に提出してください。

対象年の１月から
12 月までの介護保
険料の納付記録を確
認します

・身分証明書

  （保険証など）

・発行手数料：無料

【
手
続
き
の
流
れ
】

▼
申
請
方
法
＝
介
護
福
祉
課
窓
口
で
、

　

申
請
用
紙
に
必
要
事
項
を
記
入
し

　

申
請
し
て
く
だ
さ
い
。

▼
結
果
＝
申
請
内
容
を
も
と
に
、
そ

　

れ
ぞ
れ
必
要
な
事
項
を
確
認
し
、

　

結
果
を
後
日
郵
送
し
ま
す
。

　

な
お
、
介
護
保
険
料
納
付
済
証
明

　

書
は
窓
口
で
即
時
交
付
し
ま
す
。

【
問
い
合
わ
せ
】

▼
申
請
・
証
明
書
に
つ
い
て
＝
介
護

　

福
祉
課

▼
税
控
除
・
税
申
告
に
つ
い
て
＝
税　

　

務
課

■  介護福祉課で発行できる３種の証明書

企
業
立
地
促
進
優
遇
制
度
の
ご
案
内

問 

伊
奈
庁
舎
み
ら
い
ま
ち
づ
く
り
課　

☎
58
‐
２
１
１
１
（
内
線
１
２
０
２
）

手続き・申請

【
固
定
資
産
税
及
び
都
市
計
画
税
の

特
別
措
置
】

　

市
内
に
事
務
所
・
事
業
所
等
を
新
・

増
設
し
た
場
合
、
新
・
増
設
部
分
の

固
定
資
産
税
お
よ
び
都
市
計
画
税
が

３
年
間
免
除
の
対
象
と
な
り
ま
す
。

※
新
・
増
設
し
た
日
の
前
日
の
従
業

者
数
よ
り
も
各
年
の
１
月
１
日
の
従

業
者
数
が
下
回
っ
た
と
き
は
対
象
外

と
な
り
ま
す
。

▼
対
象
事
業
所
＝
①
〜
③
の
い
ず
れ

　

か
に
該
当
す
る
事
業
所
。
た
だ
し

　

風
俗
営
業
な
ど
は
対
象
外
。

①
市
内
に
事
務
所
・
事
業
所
を
新
・

　

増
設
し
た
場
合
（
従
業
者
数
を
10

　

人
以
上
増
加
さ
せ
る
も
の
）

②
市
内
に
貸
し
施
設
を
新
・
増
設
し

　

た
場
合
（
事
務
所
な
ど
の
従
業
者

　

数
を
20
人
以
上
増
加
さ
せ
る
も
の
）

③
地
方
公
共
団
体
な
ど
が
造
成
し
た

　

工
業
団
地
内
に
お
け
る
も
の
、
そ

　

の
ほ
か
規
則
で
定
め
る
も
の

▼
特
別
措
置
の
対
象
条
件
＝
前
に
挙

　

げ
た
①
〜
③
に
該
当
し
、
か
つ
土

　

地
取
得
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
１

　

年
以
内
に
家
屋
の
建
設
の
着
手
が

　

あ
っ
た
も
の
に
限
り
ま
す
。

▼
免
除
対
象
＝
新
・
増
設
に
よ
り
取

　

得
お
よ
び
所
有
す
る
家
屋
、
土
地

　
（
家
屋
の
敷
地
部
分
に
限
る
）、
償

　

却
資
産
に
対
す
る
固
定
資
産
税
・

　

都
市
計
画
税
を
３
年
間
免
除

▼
申
請
期
限
＝
１
月
31
日
㈬

【
雇
用
促
進
奨
励
金
】

　
「
固
定
資
産
税
及
び
都
市
計
画
税

の
特
別
措
置
」
の
適
用
を
受
け
た
事

務
所
・
事
業
所
に
つ
い
て
は
、
事
業

開
始
の
日
か
ら
新
規
雇
用
者
（
市
内

に
住
所
を
有
す
る
方
）
を
１
年
以
上

雇
用
し
た
場
合
、
雇
用
促
進
奨
励
金

の
対
象
と
な
り
ま
す
。

▼
対
象
事
業
所
＝
「
固
定
資
産
税
及

　

び
都
市
計
画
税
の
特
別
措
置
」
の

　

適
用
を
受
け
た
事
務
所
・
事
業
所

　

な
ど

※
風
俗
営
業
な
ど
は
対
象
外

▼
奨
励
金
の
額
＝
新
規
雇
用
者
１
人

　

に
つ
き
15
万
円
。
１
新
設
ま
た
は

　
１
増
設
に
つ
き
１
回
の
申
請
と
し
、

　

３
０
０
万
円
を
限
度
と
す
る
。

▼
申
請
時
期
＝
新
設
・
増
設
に
伴
う

　

事
業
開
始
の
日
か
ら
起
算
し
て
１

　

年
を
経
過
し
た
日
以
後
30
日
以
内

※
申
請
方
法
な
ど
詳
し
い
内
容
に
つ

い
て
は
、
み
ら
い
ま
ち
づ
く
り
課
ま

で
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。


